
令和８年度阪南市人権擁護に関する審議会意見

 意　見　主　旨

 １.阪南市人権施策推進基本計画にかかる進捗管理について 

・　　複数課にまたがる施策や類似の取組において、担当課による評価（S・A・B 等）の基準や記載方法にバラつきが見られるため、今後は庁内において

評価方法のすり合わせや統一化を図られたい。 

・　　進捗管理表や資料の作成にあたっては、形式的な数値や実績の記載に留まらず、市民協働による具体的な取組事例や市民活動レベルの動向など

も積極的に盛り込み、分かりやすい記述に努められたい。 

・　　情報化社会における人権課題に対応するため、すべてのメディア、とりわけデジタルメディアとの関わりにおいて重要性が増している。 

　　　生成ＡＩの普及やフェイク情報の急増、インターネット上の誹謗中傷等を踏まえ、子どもから大人世代に至るすべての市民が情報を多角的に吟味し

考え、行動するためにメディア・リテラシーを高める施策の一層の充実を図られたい。 

 

２.阪南市差別事象対応マニュアル改定（案）について 

・　　本マニュアルが、全庁職員及び指定管理等事業者が差別事象の発生時に直面した際、初期対応や判断を行うための指針であることを、改めて明

確に周知されたい。 

・　　人権問題の各項目の構成や記載内容について、社会状況や実態を踏まえ、より適切かつ分かりやすい内容となるようブラッシュアップを図られた

い。 

・　　人権問題の各項目の新設や記述の拡充を検討されたい。 

 

３.阪南市人権擁護に関する条例改正の検討について 

・　　ＳＮＳやインターネット上における誹謗中傷、フェイク情報の拡散等が増加傾向にある社会状況を踏まえ、市の対応姿勢と根拠を明確にするための

条例への対応規定の新設について、12 月議会への上程を進められたい。


